
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成18年12月８日

【中間会計期間】 第51期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)

【会社名】 株式会社リョーサン

【英訳名】 Ryosan Company，Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  濱 野 榮 治

【本店の所在の場所】 東京都千代田区東神田２丁目３番５号

【電話番号】 03(3862)2591(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役財経本部長 関   晴 光

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区東神田２丁目３番５号

【電話番号】 03(3862)2591(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役財経本部長 関   晴 光

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第49期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

また、第51期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 158,620 163,154 158,329 317,095 326,219

経常利益 (百万円) 5,743 5,266 5,529 10,541 10,677

中間(当期)純利益 (百万円) 3,413 3,269 3,493 5,867 6,591

純資産額 (百万円) 109,766 113,984 119,186 111,714 117,392

総資産額 (百万円) 170,806 182,008 186,336 176,943 183,156

１株当たり純資産額 (円) 3,001.60 3,125.00 3,264.28 3,061.35 3,216.17

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 93.53 89.64 95.78 158.53 178.38

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― 89.63 ― 158.36 178.38

自己資本比率 (％) 64.3 62.6 63.9 63.1 64.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △13,012 9,925 △1,296 △8,213 12,792

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,659 △513 610 2,525 △1,003

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,181 △124 △1,065 834 △1,655

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 21,465 35,190 34,464 25,737 36,167

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
1,157
〔116〕

1,196
〔106〕

1,169
〔95〕

1,171
〔113〕

1,174
〔93〕



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第49期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

また、第51期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 120,469 118,997 118,229 239,647 236,297

経常利益 (百万円) 5,147 4,292 5,287 9,097 8,438

中間(当期)純利益 (百万円) 3,023 2,505 3,484 4,885 4,856

資本金 (百万円) 17,690 17,690 17,690 17,690 17,690

発行済株式総数 (千株) 37,000 36,500 36,500 36,500 36,500

純資産額 (百万円) 104,689 107,263 110,978 106,108 109,414

総資産額 (百万円) 150,376 157,851 163,282 155,549 160,498

１株当たり純資産額 (円) 2,862.78 2,940.74 3,042.75 2,907.62 2,997.44

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 82.82 68.69 95.53 131.60 130.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― 68.68 ― 131.47 130.80

１株当たり配当額 (円) 20 30 40 60 70

自己資本比率 (％) 69.6 68.0 68.0 68.2 68.2

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
790
〔77〕

812
〔71〕

796
〔64〕

783
〔76〕

791
〔68〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

   当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体事業 619〔29〕

電子部品事業 209〔12〕

電子機器事業 44〔 2〕

生産事業 236〔51〕

全社(共通) 61〔 1〕

合計 1,169〔95〕

従業員数(名) 796〔64〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

①全体の概況 

当中間連結会計期間におけるマクロの経済情勢は、牽引役を果たしてきた米国経済が金利の上昇や

原油価格高騰の影響により先行き不透明感が強まってまいりました。一方、日本経済は、個人消費と

設備投資の拡大に支えられ堅調に推移いたしました。 

  また、我々が従事しておりますエレクトロニクス業界は、デジタル家電製品等の需要を中心に堅調

に推移いたしました。 

  このような情勢下で、当社企業グループは、更なる成長を果たす為に新たな成長戦略として「独自

のビジネスモデル創出プロジェクトの推進」に取り組むと共に、「収益体質の改善」に取り組んでま

いりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は表示デバイスの売上減少の影響により1,583億29百

万円（前年同期比3.0%減）と減収になったものの、利益面では、ここ数年取り組んでまいりました

「収益体質の改善」が一定の成果を上げ、営業利益は53億40百万円（前年同期比1.2%増）、経常利益

は55億29百万円（前年同期比5.0%増）、中間純利益は34億93百万円（前年同期比6.9%増）と増益の結

果となりました。 

  

②事業の種類別セグメントの業績概況 

イ．半導体事業 

当社企業グループでは、メモリ、システムＬＳＩ、個別半導体の販売並びにシステムＬＳＩの開

発を行っております。 

 当中間連結会計期間は、デジタルスチルカメラ用ＡＳＩＣ、ＤＶＤ用ＩＣ、携帯電話用メモリ等

の売上が増加し、売上高は897億４百万円（前年同期比5.8%増）、営業利益は39億49百万円（前年

同期比10.7%増）となりました。 

  

ロ．電子部品事業 

当社企業グループでは、表示デバイス、電源、機構部品を販売しております。 

 当中間連結会計期間は、ＰＤＡ用及びデジタルスチルカメラ用液晶ディスプレイ等の売上が減少

し、売上高は495億16百万円（前年同期比19.8％減）、営業利益は23億38百万円（前年同期比13.3%

減）となりました。 

  

ハ．電子機器事業 

当社企業グループでは、システム機器、設備機器を販売しております。 

 当中間連結会計期間は、車載用システム機器及び磁気ヘッド製造用装置等の売上が増加し、売上

高は152億35百万円（前年同期比15.8%増）、営業利益は５億４百万円（前年同期比53.4%増）とな

りました。 

  

ニ．生産事業 

当社企業グループでは、ヒートシンク（半導体素子用放熱器）を生産し、販売しております。 



 当中間連結会計期間は、薄型ＴＶ用及び計測器用ヒートシンク等の売上が増加し、売上高は38

億73百万円（前年同期比12.5%増）となったものの、原材料費の高騰の影響により、営業利益は２

億83百万円（前年同期比12.4%減）となりました。 

  

③所在地別セグメントの業績概況 

イ．日本 

当中間連結会計期間は、ＬＣＤドライバーＩＣ、デジタルスチルカメラ用液晶ディスプレイ等の

売上が減少し、売上高は1,126億54百万円（前年同期比0.9%減）となったものの、利益率の改善に

より営業利益は40億73百万円（前年同期比19.8%増）となりました。 

ロ．アジア 

当中間連結会計期間は、ＰＤＡ用液晶ディスプレイ等の売上が減少し、売上高は456億75百万円

（前年同期比7.8%減）、営業利益は９億39百万円（前年同期比33.8%減）となりました。 

 

なお、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて17億３百万円減少

し、当中間連結会計期間末では344億64百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、12億96百万円の資金の減少となりました。これは、税金等調

整前中間純利益が61億３百万円であったものの、売上債権が63億94百万円増加したこと等によるもので

あります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、６億10百万円の資金の増加となりました。これは、主に投資

有価証券の売却による収入10億68百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、10億65百万円の資金の減少となりました。これは、主に短期

借入金が３億97百万円増加した一方、配当金の支払いが14億58百万円あったことによるものでありま

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントで示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、売価換算値によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な販売先については、総販売高の100分の10未満のため記載しておりません。 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

生産事業 3,267 ＋13.0

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 95,377 ＋3.0 25,656 ＋3.5

電子部品事業 54,208 △19.9 16,615 △15.3

電子機器事業 14,286 ＋5.9 3,885 ＋12.7

生産事業 3,492 △8.5 922 ＋10.5

合計 167,365 △5.8 47,080 △3.3

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 81,727 ＋10.5

電子部品事業 44,897 △20.9

電子機器事業 14,223 ＋15.1

生産事業 184 ＋134.9

合計 141,032 △1.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

半導体事業 89,704 ＋5.8

電子部品事業 49,516 △19.8

電子機器事業 15,235 ＋15.8

生産事業 3,873 ＋12.5

合計 158,329 △3.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社企業グループは、技術商社として、長年蓄積した技術ノウハウをベースに、技術イノベーショ

ンへの追従を図るため研究開発活動を推進いたしております。 

 当中間連結会計期間の主な研究開発としては、半導体事業では、デジタルＡＶ関連のデジタルＴ

Ｖ、ＳＴＢ（セット・トップ・ボックス）、光ディスク等のシステムソリューションの開発に加え、

その為に必要な各種インターフェース、サーボ・インバータ等の要素技術の開発、ドライバソフト、

ミドルウェア、ＯＳポーティング技術の確立に取り組んでまいりました。さらに、携帯電話やＤＳＣ

（デジタル・スチル・カメラ）に使用されるカメラ画像処理技術やセット間の接続に必要な高速ネッ

トワーク技術や無線ＬＡＮ技術の確立にも取り組んでまいりました。 

 また、生産事業では、プラスチックとアルミニウムを一体成形したハイブリッド型ヒートシンクの

開発、新製品ＮＯＳＶ型ヒートシンクの開発と同製品の全自動生産設備の開発等、継続的に研究開発

に取り組んでまいりました。 

 なお、当中間連結会計期間に支出した研究開発費は、半導体事業で５億円、生産事業で４百万円で

あり、総額は５億５百万円であります。また、上記の記載金額には、消費税等は含まれておりませ

ん。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画していた設備計画で、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであ

ります。 

 
  

会社名
事業所名 
（所在地）

セグメント 
の名称

設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月

提出会社
本社別館 

（東京都千代田区）
全社 事務所の新設 439 平成18年７月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 155,673,598

計 155,673,598

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月８日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 36,500,000 36,500,000
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 36,500,000 36,500,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 36,500,000 ― 17,690 ― 19,114



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(住友信託銀行再信託分・ＮＥＣエレクトロニクス

株式会社退職給付信託口)及び住友信託銀行株式会社（信託Ｂ口）の所有株式は、信託業務に係る株式で

あります。 

  

２  マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから平成17年６月14日付で大量保有報告書の変更報

告書の提出があり、平成17年５月31日現在、2,651千株(株式所有割合7.26%)の当社株式を保有している

旨の報告を受けておりますが、当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

３  住友信託銀行株式会社から平成18年２月15日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成18年

１月31日現在、2,865千株(株式所有割合7.85%)の当社株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 4,184 11.47

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,376 6.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(住友信託銀行再信託分・ＮＥＣ
エレクトロニクス株式会社退職給付信
託口)

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,204 3.30

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,049 2.88

株式会社東京ＵＦＪ三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 949 2.60

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 日本
生命証券管理部内

869 2.38

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８－２４ 861 2.36

住友信託銀行株式会社(信託Ｂ口) 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－３３ 751 2.06

ステート ストリート バンク アン
ド トラスト カンパニー ５０５０
１９ (常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業務室)

ＡＩＢ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
ＣＥＮＴＲＥ  Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ  ５１
８ ＩＦＳＣ ＤＵＢＬＩＮ ＩＲＥＬＡ
ＮＤ 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

702 1.92

メロン バンク エヌエー アズ エ
ージェント フォー イッツ クライ
アント メロン オムニバス ユーエ
ス ペンション (常任代理人 香港上
海銀行東京支店カストディ業務部)

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ  
ＢＯＳＴＯＮ, ＭＡ ０２１０８

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）
679 1.86

計 ― 13,629 37.34



  

４ モルガン・スタンレー証券株式会社及びその関連会社から平成18年７月10日付で大量保有報告書の変更

報告書の提出があり、平成18年６月30日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。 

 
  

５ シュローダー投信投資顧問株式会社及びその関連会社から平成18年７月14日付で大量保有報告書の提出

があり、平成18年６月30日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として中間期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。 

 
  

６ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその関連会社から平成18年８月15日付で大量保有報

告書の変更報告書の提出があり、平成18年７月31日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外は中間期末時点における実質所有

株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 
  

  

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％）

モルガン・スタンレー証券株式会社 40 0.11

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インコーポレーテッド

30 0.09

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インターナショナル・リミテッド

49 0.13

モルガン・スタンレー・インベストメント・
マネジメント・リミテッド

763 2.09

モルガン・スタンレー・アセット・マネジメ
ント投信株式会社

699 1.92

モルガン・スタンレー・インベストメント・
マネジメント・インク

496 1.36

計 2,080 5.70

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％）

シュローダー投信投資顧問株式会社 1,508 4.13

シュローダー・インベストメント・マネー
ジメント・ノースアメリカ・リミテッド

330 0.91

シュローダー・インベストメント・マネー
ジメント・リミテッド

15 0.04

計 1,855 5.08

氏名又は名称
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 949 2.60

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 585 1.60

三菱ＵＦＪ証券株式会社 10 0.03

三菱ＵＦＪ投信株式会社 447 1.22

計 1,992 5.46



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,200株が含まれておりま

すが、議決権の数の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数22個は含まれておりません。 

２「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式17株が含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

26,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

36,429,500
364,273 ―

単元未満株式
普通株式

43,700
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 36,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 364,273 ―

 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社リョーサン

東京都千代田区 
東神田２丁目３番５号

26,800 ― 26,800 0.07

計 ― 26,800 ― 26,800 0.07

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 3,330 3,390 3,190 3,030 3,090 3,070

最低(円) 3,090 3,090 2,860 2,905 2,875 2,835



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(１) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(２) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 19,275 18,549 20,268

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※５ 102,748 106,165 99,775

 ３ 有価証券 15,998 15,993 16,696

 ４ 棚卸資産 17,344 18,793 18,956

 ５ 未収入金 804 1,002 947

 ６ 繰延税金資産 523 596 657

 ７ その他 470 338 510

 ８ 貸倒引当金 △171 △219 △136

   流動資産合計 156,993 86.3 161,220 86.5 157,675 86.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び 
    構築物

※１ 6,117 5,716 5,395

  (2) 土地 8,203 8,204 8,203

  (3) その他 ※１ 1,147 1,136 1,342

    有形固定 
    資産合計

15,468 8.5 15,058 8.1 14,942 8.2

 ２ 無形固定資産 589 0.3 1,038 0.6 1,139 0.6

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

※２ 6,437 6,881 7,237

  (2) 繰延税金 
    資産

945 875 496

  (3) その他 1,835 1,667 1,958

  (4) 貸倒引当金 △212 △301 △210

  (5) 投資損失 
    引当金

△47 △103 △83

    投資その他 
    の資産合計

8,957 4.9 9,019 4.8 9,398 5.1

   固定資産合計 25,014 13.7 25,116 13.5 25,480 13.9

   資産合計 182,008 100.0 186,336 100.0 183,156 100.0

 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※
2,5

54,194 52,941 51,452

 ２ 短期借入金 6,377 6,566 6,192

 ３ 未払費用 1,149 1,270 1,455

 ４ 未払法人税等 2,125 2,748 2,196

 ５ 役員賞与引当
金

─ 40 ─

 ６ その他 1,772 1,155 1,960

   流動負債合計 65,619 36.0 64,723 34.7 63,257 34.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付 
   引当金

1,799 1,964 1,869

 ２ 役員退職慰労 
   引当金

379 ─ 438

 ３ その他 104 462 66

   固定負債合計 2,282 1.3 2,427 1.3 2,374 1.3

   負債合計 67,902 37.3 67,150 36.0 65,631 35.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 121 0.1 ─ 131 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 17,690 9.7 ─ 17,690 9.7

Ⅱ 資本剰余金 19,122 10.5 ─ 19,122 10.4

Ⅲ 利益剰余金 76,025 41.8 ─ 78,253 42.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,512 0.8 ─ 2,409 1.3

Ⅴ 為替換算調整 
  勘定

△316 △0.2 ─ △30 △0.0

Ⅵ 自己株式 △49 △0.0 ─ △52 △0.0

   資本合計 113,984 62.6 ─ 117,392 64.1

   負債、少数株 
   主持分及び 
   資本合計

182,008 100.0 ─ 183,156 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 17,690 9.5 ―

 ２ 資本剰余金 ― 19,122 10.3 ―

 ３ 利益剰余金 ― 80,202 43.0 ―

 ４ 自己株式 ― △55 △0.0 ―

   株主資本合計 ― 116,960 62.8 ―

Ⅱ 評価・換算 
  差額等

 １ その他有価証 
   券評価差額金

― 2,035 1.1 ―

 ２ 繰延ヘッジ 
   損益

― 4 0.0 ―

 ３ 為替換算調整 
   勘定

― 58 0.0 ―

   評価・換算 
   差額等合計

― 2,097 1.1 ―

Ⅲ 少数株主持分 ― 127 0.1 ―

   純資産合計 ― 119,186 64.0 ―

   負債純資産 
   合計

― 186,336 100.0 ―



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 163,154 100.0 158,329 100.0 326,219 100.0

Ⅱ 売上原価 150,033 92.0 144,887 91.5 299,333 91.8

  売上総利益 13,120 8.0 13,441 8.5 26,886 8.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 荷造運搬費 406 397 820

 ２ 貸倒引当金繰 
   入額

― 222 ―

 ３ 役員報酬 198 219 402

 ４ 給料手当 1,819 1,779 3,678

 ５ 賞与 645 641 1,569

 ６ 退職給付費用 316 299 599

 ７ 役員賞与引当 
   金繰入額

― 40 ―

 ８ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

38 ― 96

 ９ 福利厚生費 373 373 769

 10 減価償却費 364 392 808

 11 その他 3,680 7,842 4.8 3,734 8,101 5.1 7,346 16,092 4.9

   営業利益 5,277 3.2 5,340 3.4 10,793 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 58 69 132

 ２ 受取配当金 38 63 57

 ３ 仕入割引 28 31 53

 ４ 経営指導料 11 35 50

 ５ 為替差益 ― 12 ―

 ６ 雑収入 143 280 0.2 177 390 0.2 291 585 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 95 181 256

 ２ 為替差損 151 ― 373

 ３ 雑損失 43 290 0.2 19 201 0.1 71 701 0.2

   経常利益 5,266 3.2 5,529 3.5 10,677 3.3



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

１  固定資産売却
益

※１ 20 0 21

２  投資有価証券 
売却益

― 567 35

３  貸倒引当金戻
入益

126 ― 174

４  投資損失引当 
金戻入益

17 ― ―

５ ゴルフ会員権 
売却益

― 27 ―

６ ゴルフ会員権 
返還益

― 164 0.1 15 610 0.4 ― 230 0.0

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産除却 
及び売却損

※２ 4 13 29

  ２ 減損損失 2 ― 2

３ リース解約損 ― ― 29

４ 投資有価証券 
評価損

14 ― 17

５ 投資損失引当 
金繰入額

― 20 17

６ ゴルフ会員権 
評価損

17 2 17

７ リゾート会員 
権評価損

11 50 0.0 ― 36 0.0 11 126 0.0

税金等調整前
中間(当期)純
利益

5,381 3.3 6,103 3.9 10,782 3.3

法人税、住民
税及び事業税

1,992 2,671 4,360

法人税等 
調整額

108 2,100 1.3 △58 2,613 1.7 △187 4,172 1.3

少数株主利益 
(△:損失)

11 0.0 △3 △0.0 17 0.0

   中間(当期) 
   純利益

3,269 2.0 3,493 2.2 6,591 2.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 19,122 19,122

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

19,122 19,122

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 74,299 74,299

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 3,269 3,269 6,591 6,591

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,458 2,552

 ２ 取締役賞与 84 1,542 84 2,637

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

76,025 78,253



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,690 19,122 78,253 △52 115,014

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85 △85

 中間純利益 3,493 3,493

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 1,949 △3 1,946

平成18年９月30日残高(百万円) 17,690 19,122 80,202 △55 116,960

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,409 ― △30 2,378 131 117,524

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85

 中間純利益 3,493

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

△373 4 89 △280 △4 △284

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△373 4 89 △280 △4 1,661

平成18年９月30日残高(百万円) 2,035 4 58 2,097 127 119,186



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

5,381 6,103 10,782

 ２ 減価償却費 427 454 943

 ３ 退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

82 94 150

 ４ 役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少：△)

37 △438 96

 ５ 貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

△126 168 △174

 ６ 受取利息及び受取配当金 △96 △133 △190

 ７ 支払利息 95 181 256

 ８ 有形固定資産売却益 △20 △0 △21

 ９ 有形固定資産除却及び 
   売却損

4 13 25

 10 投資有価証券売却益 ― △567 △35

 11 投資有価証券評価損 14 ― 17

 12 売上債権の増減額 
   (増加：△)

1,763 △6,394 5,577

 13 棚卸資産の増減額 
   (増加：△)

3,274 174 1,888

 14 仕入債務の増減額 
   (減少：△)

908 1,508 △2,635

 15 取締役賞与の支払額 △84 △85 △84

 16 その他 735 △165 1,053

小計 12,398 915 17,652

 17 利息及び配当金の 
      受取額

101 142 190

 18 利息の支払額 △95 △180 △256

 19 法人税等の支払額 △2,478 △2,173 △4,794

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

9,925 △1,296 12,792



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の純増減額 
   (増加：△)

△0 18 △10

 ２ 有価証券の償還による 
   収入

― 700 300

 ３ 有形固定資産の取得に 
   よる支出

△504 △448 △957

 ４ 有形固定資産の売却に 
   よる収入

45 1 50

 ５ 無形固定資産の取得に 
   よる支出

△63 △11 △107

 ６ 投資有価証券の取得に 
   よる支出

― △775 △300

 ７ 投資有価証券の売却に 
   よる収入

― 1,068 43

 ８ 貸付けによる支出 △0 ― △47

 ９ 貸付金の回収による 
      収入

0 0 15

 10 その他 9 56 9

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△513 610 △1,003

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   (減少：△)

1,316 397 887

 ２ 自己株式の取得による 
   支出

△4 △3 △7

 ３ 自己株式の処分による 
   収入

― 0 ―

 ４ ストックオプションの 
   行使による収入

23 ― 23

 ５ 配当金の支払額 △1,458 △1,458 △2,552

 ６ 少数株主への配当金の 
   支払額

△1 △1 △5

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△124 △1,065 △1,655

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
    係る換算差額

166 48 295

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△)

9,453 △1,703 10,429

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

25,737 36,167 25,737

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

35,190 34,464 36,167



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する

事項

(1) 連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

HONG KONG RYOSAN 

LIMITED、

SINGAPORE RYOSAN 

PRIVATE LIMITED、 

RYOTAI 

CORPORATION、

RYOSAN IPC 

(MALAYSIA) 

SDN.BHD.、

KOREA RYOSAN 

CORPORATION、

ZHONG LING 

INTERNATIONAL 

TRADING (SHANGHAI) 

CO.,LTD.、

RYOSAN ENGINEERING

(M) SDN.BHD.、

RYOSAN ENGINEERING 

(THAILAND) 

CO.,LTD.

(1) 連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称

    同左

(1) 連結子会社の数 ８社

主要な連結子会社の

名称

「第１  企業の概況 

４ 関係会社の状況」

に記載しているため

省略しております。

(2) 主要な非連結子会社

名

(2) 主要な非連結子会社

名

(2) 主要な非連結子会社

名

株式会社イーシーリ

ョーサン 

株式会社ウィル・ビ

ジネスサービス

  同左   同左

連結の範囲から除い

た理由

非連結子会社９社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていな

いためであります。

連結の範囲から除い

た理由 

  同左

連結の範囲から除い

た理由 

非連結子会社９社

は、いずれも小規模

会社であり、合計の

総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響

を及ぼしていないた

めであります。



 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

２ 持分法の適用に関す

る事項

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社の名称

株式会社イーシーリョ

ーサン 

株式会社ウィル・ビジ

ネスサービス

   同左    同左

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法

の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。

持分法を適用しない理由

同左

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法

の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が

ないため、持分法の適

用から除外しておりま

す。

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項

連結子会社のうち、 

ZHONG LING  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI)CO., LTD.及び 

RYOSAN ENGINEERING  

(THAILAND)CO.,LTD. 

の中間決算日は６月30日

であります。 

中間連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の

中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に

生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整

を行っております。

同左 連結子会社のうち、 

ZHONG LING  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI)CO.,LTD.及び  

RYOSAN ENGINEERING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

の決算日は12月31日であ

ります。 

連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な

取引については、連結上

必要な調整を行っており

ます。



   
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法

① 有価証券

イ 満期保有目的の債

券

償却原価法

(定額法)

ロ 子会社株式及び関

連会社株式

移動平均法によ

る原価法 

ハ その他有価証券

 (イ)時価のあるもの

中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算

定)

① 有価証券

イ 満期保有目的の債

券

同左

ロ 子会社株式及び関

連会社株式

同左

ハ その他有価証券

 (イ)時価のあるもの

中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部純資産直入法

により処理し、

売却原価は移動

平均法により算

定)

① 有価証券

イ 満期保有目的の債

券

同左

ロ 子会社株式及び関

連会社株式

同左

ハ その他有価証券

 (イ)時価のあるもの

連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

 (ロ)時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

(ロ)時価のないもの

同左

 (ロ)時価のないもの

同左

② 棚卸資産

移動平均法による低価

法

② 棚卸資産

同左

② 棚卸資産

同左

③ デリバティブ

(為替予約)

時価法

③ デリバティブ

(為替予約)

同左

③ デリバティブ

(為替予約)

同左

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

主として定率法によ

っております。

ただし、当社につい

ては、平成10年４月

１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については定額法

によっております。

主な耐用年数は、建

物及び構築物は３年

から50年、その他は

２年から15年であり

ます。

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

定額法によっており

ます。

なお、営業権は５年

で償却しておりま

す。

② 無形固定資産

定額法によっており

ます。 

なお、のれんは５年

で償却しておりま

す。

② 無形固定資産

定額法によっており

ます。 

なお、営業権は５年

で償却しておりま

す。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な引当金の計

上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額

を計上しておりま

す。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 投資損失引当金

関係会社に対する投

資による損失に備え

るため、関係会社の

財政状態を勘案し、

その必要額を計上し

ております。

② 投資損失引当金

同左

② 投資損失引当金

同左

③    ――― ③ 役員賞与引当金

取締役賞与の支出に

備えて、当連結会計

年度末における支給

見込額の当中間連結

会計期間負担額を計

上しております。 

(会計方針の変更) 

当中間連結会計期間

より「役員賞与に関

する会計基準」（企

業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を

適用しております。

これにより営業利

益、経常利益及び税

金等調整前中間純利

益は、それぞれ40百

万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情

報に与える影響は、

当該箇所に記載して

おります。

③    ―――



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④ 退職給付引当金  

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき、当中間

連結会計期間末にお

いて発生していると

認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存期間

以内の年数(10年)に

よる定額法により、

按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。また、

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生した連結

会計年度から費用処

理しております。 

 

④ 退職給付引当金 

    同左

④ 退職給付引当金  

従業員に対する退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

及び年金資産の見込

額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存期間

以内の年数(10年)に

よる定額法により、

按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計

年度から費用処理し

ております。また、

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10

年)による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生した連結

会計年度から費用処

理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金  

当社は、役員に対す

る退職慰労金の支給

に充てるため、内規

に基づく中間期末要

支給額を計上してお

ります。

⑤ 役員退職慰労引当金  

当社は、従来、役員

に対する退職慰労金

の支給に充てるた

め、内規に基づく中

間期末要支給額を計

上してきましたが、

平成18年６月に役員

退職慰労金制度を廃

止し、廃止時の要支

給額を取締役の退任

時に支給することと

いたしました。これ

により当中間連結会

計期間におきまして

は、「役員退職慰労

引当金」409百万円を

取崩し、固定負債の

「その他」に計上し

ております。

⑤ 役員退職慰労引当金  

当社は、役員に対す

る退職慰労金の支給

に充てるため、内規

に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資

産又は負債の本邦

通貨への換算の基

準

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額のう

ち、当社持分は資本の部

における為替換算調整勘

定に含めております。

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資産

及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算

差額のうち、当社持分は

純資産の部における為替

換算調整勘定に含めてお

ります。 

(会計方針の変更) 

在外連結子会社の収益及

び費用については、従来

中間連結決算日の直物為

替相場により換算してお

りましたが、当中間連結

会計期間より期中平均相

場により換算する方法に

変更しております。この

変更は、在外子会社等の

重要性が増加したことに

伴い、連結会計年度を通

じて発生する収益及び費

用の各項目について、よ

り実状に即した換算をす

るために行ったものであ

ります。この変更に伴う

損益に与える影響は軽微

であります。 

なお、セグメント情報及

び海外売上高に与える影

響は、当該箇所に記載し

ております。

外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。なお、

在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は連結

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額のうち当社持分は資

本の部における為替換算

調整勘定に含めておりま

す。

(5) 重要なリース取引

の処理方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左 同左



  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計

の方法

① ヘッジ会計の方法 

振当処理を行ってお

ります。

① ヘッジ会計の方法 

  同左

① ヘッジ会計の方法 
  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

イ ヘッジ手段 

  為替予約取引 

ロ ヘッジ対象  

外貨建債権・債

務及び外貨建予

定取引

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左

③ ヘッジ方針 

当社企業グループ

は、外貨建取引に係

る将来の為替変動リ

スクをヘッジするた

め、主として当社の

「社 内 為 替管 理 制

度」に基づき、原則

として、顧客からの

受注時又は仕入先へ

の発注時に、その取

引毎に決済日を基準

として個別に為替予

約取引を行うものと

しております。

③ ヘッジ方針 

  同左

③ ヘッジ方針 

  同左

④ ヘッジの有効性評価の

方法

④ ヘッジの有効性評価の

方法

④ ヘッジの有効性評価の
方法

ヘッジ方針により、

外貨建ての受注金

額、発注金額又は金

銭債権債務に同一通

貨建てによる同一金

額で同一期日の為替

予約を振り当てる方

法によっており、為

替予約締結後の外国

為替相場の変動によ

る対応関係が確保さ

れるようにしており

ます。

  同左   同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(7) その他中間連結財

務諸表（連結財務

諸表）作成のため

の基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、

流動負債の「その他」に

含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理 

    同左

消費税等の会計処理 

    同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の現金及び

現金同等物は、手許現

金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期

日が到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価格変動につ

いて僅少なリスクしか負

わない短期投資からなっ

ております。

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書上の現金及び現金

同等物は、手許現金、要

求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日が到

来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価格変動について僅

少なリスクしか負わない

短期投資からなっており

ます。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税金等調整前中間純利益は

２百万円減少しております。 

 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。これに

より税金等調整前当期純利益は２百

万円減少しております。

――― (貸借対照表の純資産の部に関する

会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。これまでの

「資本の部」の合計に相当する金額

は119,054百万円であります。な

お、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の「純資産の部」

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

―――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額

 7,720百万円
 

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額

 7,949百万円
 

※１ 有形固定資産の

   減価償却累計額

 7,719百万円

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 284百万円

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(9,317百万円)の担保

に供しております。

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券  300百万円

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(11,243百万円)の担保

に供しております。

 

※２ 担保に供している資産

投資有価証券 382百万円

アルプス電気株式会社等の仕

入債務(8,755百万円)の担保

に供しております。

 

３ 偶発債務
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。

RYOSAN 
TECHNOLOGIES 
USA INC.

79百万円
(700,000

   米ドル)

DALIAN F.T.Z 
RYOSAN 
INTERNATIONAL 
TRADING 
CO.,LTD.

40 
(360,000

   米ドル)

   計 119

 

３ 偶発債務
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。

RYOSAN 
TECHNOLOGIES 
USA INC.

94百万円
(800,000
  米ドル)

 

３ 偶発債務
次の会社の金融機関からの借
入に対して次のとおり保証書
を差入れております。

RYOSAN 
TECHNOLOGIES 
USA INC.

82百万円
(700,000

   米ドル)

  ４ 輸出手形割引高    ３百万円   ４ 輸出手形割引高  0百万円 ４   ―――

※５       ――― ※５ 中間連結会計期間末日満期手

形等の会計処理

中間連結会計期間末日の満期

手形等の会計処理について

は、手形交換日及び振込実施

日をもって決済処理しており

ます。なお当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形等が当中

間連結会計期間末日の残高に

含まれております。

受取手形
及び売掛金

3,042百万円

買掛金 1,797

※５       ―――



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳

その他売却益  20百万円
 

※１ 固定資産売却益の内訳

その他売却益 0百万円
 

※１ 固定資産売却益の内訳

その他売却益 21百万円

 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳

建物及び 
構築物除却損

 0百万円

その他除却損  4
その他売却損  0
  計  4  

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳
建物及び
構築物除却損

0百万円

その他除却損 13
  計 13

 

※２ 固定資産除却及び売却損の

内訳
建物及び
構築物除却損

4百万円

建物及び
構築物売却損

1

土地除却損 1 
その他除却損 22

計 29



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

  
２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後

となるもの 

 
  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

  普通株式 36,500 ― ― 36,500 

  合計 36,500 ― ― 36,500 

自己株式

  普通株式 (注) 25 1 0 26

  合計 25 1 0 26

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月24日 
定時株主総会

普通株式 1,458 40 平成18年３月31日 平成18年６月24日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 1,458 利益剰余金 40 平成18年９月30日 平成18年12月１日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

19,275百万円

有価証券勘定 15,998
計 35,273

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金

△82

現金及び
現金同等物

35,190

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

18,549百万円

有価証券勘定 15,993
計 34,543

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△79

現金及び
現金同等物

34,464

 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

20,268百万円

有価証券勘定 16,696
計 36,965

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

△98

取得日から償還
日までの期間が
３ヶ月を超える
債券等

△700

現金及び
現金同等物

36,167



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 2,701 2,704

減価償却 

累計額相 

当額

0 1,925 1,925

中間期末 

残高相当 

額

2 776 779

 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 1,946 1,949

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,042 1,043

中間期末 

残高相当 

額

2 903 905
 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 3,169 3,172

減価償却 

累計額相 

当額

0 2,128 2,129

期末残高 

相当額
2 1,041 1,043

 

② 未経過リース料

     中間期末残高相当額
１年内 398百万円
１年超 435
 合計 834

 

② 未経過リース料

     中間期末残高相当額
１年内 310百万円
１年超 634
 合計 944

 

② 未経過リース料

     期末残高相当額
１年内 371百万円
１年超 718
合計 1,089

 

③  支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額
支払リース料 247百万円
減価償却費 
相当額

226

支払利息相当額 14
 

③  支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額
支払リース料 211百万円
減価償却費
相当額

192

支払利息相当額 12
 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額
支払リース料 497百万円
減価償却費
相当額

454

支払利息相当額 28

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法

については、利息法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 28百万円
１年超 38
合計 67

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 33百万円
１年超 24
合計 58

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 21百万円
１年超 30
合計 51



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成17年９月30日)  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、有価証券について14百万円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式につい

て減損処理を行っております。 

  

(当中間連結会計期間末) (平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式について減損

処理することとしております。 

  

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー 15,998 15,998 0

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 2,560 5,110 2,549

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 109

債券 1,000

合計 1,109

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー 15,993 15,993 0

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 2,126 5,559 3,433

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 189

債券 1,000

合計 1,189



(前連結会計年度末) (平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、有価証券について17百万円減損処理を行っております。 

なお、その他有価証券（時価のあるもの）の減損処理にあたっては、時価の下落率が40％以上の株式につい

て減損処理を行っております。 

  

連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー 15,996 15,997 0

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 2,551 6,614 4,062

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 105

債券 1,000

合計 1,105



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成17年９月30日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適

用要件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間末) (平成18年９月30日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適

用要件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度末) (平成18年３月31日) 

当社企業グループは、デリバティブ取引(為替予約取引)を利用しておりますが、ヘッジ会計の適

用要件を満たした振当処理を採用しているため、記載を省略しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区

分しております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

 
２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,641百万円であり、そ

の主なものは、当社の企画・総務・人事及び財経本部等に係る費用であります。 

  

半導体 
事業 
(百万円)

電子部品 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

生産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

84,803 61,750 13,157 3,441 163,154 － 163,154

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 84,803 61,750 13,157 3,441 163,154 － 163,154

営業費用 81,234 59,053 12,829 3,117 156,234 1,641 157,876

営業利益 3,568 2,697 328 323 6,919 (1,641) 5,277

半導体事業 ……メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 ……表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 ……システム機器・設備機器

生産事業 ……ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区

分しております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

 
２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,735百万円であり、そ

の主なものは、当社の情報システム投資並びに企画・管理及び財経本部等に係る費用であります。 

３  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当

金の計上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。なお、この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「消去又は全社」の営業費用が40百万円増加し、営業利

益が同額減少しております。 

４  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (4) 重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、在外連結子会社の収

益及び費用については、従来中間連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当中間連結

会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要

性が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実状に

即した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う事業の種類別セグメントに与え

る影響は軽微であります。 

  

半導体 
事業 
(百万円)

電子部品 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

生産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

89,704 49,516 15,235 3,873 158,329 ― 158,329

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 89,704 49,516 15,235 3,873 158,329 ― 158,329

営業費用 85,754 47,178 14,731 3,589 151,253 1,735 152,989

営業利益 3,949 2,338 504 283 7,075 (1,735) 5,340

半導体事業 ……メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 ……表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 ……システム機器・設備機器

生産事業 ……ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品・製品の名称 

(1) 事業区分の方法は、事業体制(組織)を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区

分しております。 

(2) 各事業区分の主要な商品・製品の名称 

 
２ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、3,263百万円であり、そ

の主なものは、当社の情報システム投資並びに企画・管理及び財経本部等に係る費用であります。 

  

半導体 
事業 
(百万円)

電子部品 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

生産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

176,835 118,035 24,399 6,948 326,219 ― 326,219

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 176,835 118,035 24,399 6,948 326,219 ― 326,219

営業費用 169,361 112,808 23,673 6,318 312,161 3,263 315,425

営業利益 7,474 5,227 725 630 14,057 (3,263) 10,793

半導体事業 ……メモリ・システムLSI・個別半導体

電子部品事業 ……表示デバイス・電源・機構部品

電子機器事業 ……システム機器・設備機器

生産事業 ……ヒートシンク(半導体素子用放熱器)



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

４  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当

金の計上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。なお、この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「日本」の営業費用が40百万円増加し、営業利益が同額

減少しております。 

５  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (4) 重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、在外連結子会社の収

益及び費用については、従来中間連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当中間連結

会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要

性が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実状に

即した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「所在地別セグメント情報」に

与える影響は軽微であります。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
   売上高

113,635 49,518 163,154 ― 163,154

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,362 228 5,591 (5,591) ―

計 118,997 49,747 168,745 (5,591) 163,154

営業費用 115,597 48,328 163,925 (6,049) 157,876

営業利益 3,399 1,419 4,819 458 5,277

アジア ……香港・シンガポール・台湾・マレーシア等

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
    売上高

112,654 45,675 158,329 ― 158,329

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,575 177 5,753 (5,753) ―

計 118,229 45,852 164,082 (5,753) 158,329

営業費用 114,156 44,913 159,069 (6,080) 152,989

営業利益 4,073 939 5,012 327 5,340

アジア ……香港・シンガポール・台湾・マレーシア等



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 営業費用は、各セグメントに配賦しております。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
    売上高

224,911 101,307 326,219 ― 326,219

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,386 452 11,839 (11,839) ―

計 236,297 101,760 338,058 (11,839) 326,219

営業費用 229,307 98,908 328,215 (12,789) 315,425

営業利益 6,990 2,852 9,843 950 10,793

アジア ……香港・シンガポール・台湾・マレーシア等



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く)であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く)であります。 

４  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (4) 重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準(会計方針の変更)」に記載のとおり、在外連結子会社の収

益及び費用については、従来中間連結決算日の直物為替相場により換算しておりましたが、当中間連結

会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要

性が増加したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目について、より実状に

即した換算をするために行ったものであります。なお、この変更に伴う「海外売上高」に与える影響は

軽微であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く)であります。 

  

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 60,084 60,084

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 163,154

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

36.8 36.8

アジア ……香港・韓国・中国・台湾等

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 54,638 54,638

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 158,329

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

34.5 34.5

アジア ……香港・韓国・中国・台湾等

アジア 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 120,310 120,310

Ⅱ 連結売上高 (百万円) 326,219

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

36.9 36.9

アジア ……香港・韓国・中国・台湾等



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

(重要な後発事象) 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 3,125.00円 3,264.28円 3,216.17円

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

89.64円 95.78円 178.38円

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

89.63円 ― 円 178.38円

――― なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため記載して
おりません。

―――

項目
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

― 119,186 ―

純資産の部の合計額から控
除する金額(百万円)

― 127 ―

(うち少数株主持分 
 (百万円))

(―) (127) (―)

普通株式に係る純資産の部
の合計額(百万円)

― 119,058 ―

普通株式の発行済株式数 
(千株)

― 36,500 ―

普通株式の自己株式数 
(千株)

― 26 ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数 
(千株)

― 36,473 ―

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

 中間(当期) 
 純利益(百万円)

3,269 3,493 6,591

 普通株主に帰属 
 しない金額(百万円)

― ― 85

 (うち利益処分による 
 取締役賞与金(百万円))

(―) (―) (85)

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益(百万円)

3,269 3,493 6,506

 普通株式の期中平均 
 株式数(千株)

36,471 36,473 36,473

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益調整額 
 (百万円)

― ― ―

 普通株式増加数(千株) 4 ― 0

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益金額
の算定に含めなかった潜在
株式の概要

――― ――― ―――



  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

重要な事象の発生はありません。 同左 同左



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 16,044 16,474 17,295

 ２ 受取手形 ※５ 5,133 4,730 4,678

 ３ 売掛金 ※５ 81,778 86,299 80,866

 ４ 有価証券 15,998 15,993 16,696

 ５ 棚卸資産 12,418 13,142 13,840

 ６ 未収入金 834 997 940

 ７ 繰延税金資産 523 590 658

 ８ その他 266 177 317

 ９ 貸倒引当金 △17 △9 △17

   流動資産合計 132,979 84.2 138,397 84.8 135,279 84.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 5,239 5,443 5,118

  (2) 土地 8,152 8,149 8,149

  (3) その他 ※１ 1,024 1,006 1,198

    計 14,416 14,599 14,465

 ２ 無形固定資産 497 324 416

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

※２ 6,219 6,748 7,019

  (2) 関係会社 
    株式

1,371 1,286 1,371

  (3) 繰延税金 
    資産

945 874 496

  (4) その他 1,681 1,312 1,742

  (5) 貸倒引当金 △212 △157 △210

  (6) 投資損失 
    引当金

△47 △103 △83

    計 9,957 9,961 10,336

   固定資産合計 24,871 15.8 24,885 15.2 25,219 15.7

   資産合計 157,851 100.0 163,282 100.0 160,498 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金
※2、
5

40,052 40,763 39,326

 ２ 短期借入金 4,152 4,607 4,519

 ３ 未払法人税等 1,707 2,470 1,910

 ４ 役員賞与 
引当金

― 40 ―

 ５ その他 2,412 2,026 2,977

   流動負債合計 48,323 30.6 49,908 30.5 48,734 30.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付 
   引当金

1,780 1,938 1,845

 ２ 役員退職慰労 
引当金

379 ― 438

 ３ その他 104 455 66

   固定負債合計 2,263 1.4 2,394 1.5 2,350 1.4

   負債合計 50,587 32.0 52,303 32.0 51,084 31.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 17,690 11.2 ─ 17,690 11.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 19,114 ─ 19,114

 ２ その他資本 
   剰余金

8 ─ 8

   資本剰余金 
   合計

19,122 12.1 ─ 19,122 11.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,371 ─ 1,371

 ２ 任意積立金 60,300 ─ 60,300

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

7,316 ─ 8,572

   利益剰余金 
   合計

68,988 43.7 ─ 70,244 43.8

Ⅳ その他有価証券
評価差額金

1,512 1.0 ─ 2,409 1.5

Ⅴ 自己株式 △49 △0.0 ─ △52 △0.0

   資本合計 107,263 68.0 ─ 109,414 68.2

   負債・ 
   資本合計

157,851 100.0 ─ 160,498 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 17,690 10.8 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 19,114 ―

  (2) その他資本 
    剰余金

― 8 ―

   資本剰余金 
   合計

― 19,122 11.7 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,371 ―

  (2) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 ― 64,300 ―

    繰越利益 
    剰余金

― 6,512 ―

   利益剰余金 
   合計

― 72,184 44.2 ―

 ４ 自己株式 ― △55 △0.0 ―

   株主資本合計 ― 108,942 66.7 ―

Ⅱ 評価・換算 
  差額等

 １ その他有価証
券評価差額金

― 2,035 1.3 ―

 ２ 繰延ヘッジ 
   損益

― 1 0.0 ―

   評価・換算 
   差額等合計

― 2,036 1.3 ―

   純資産合計 ― 110,978 68.0 ―

   負債純資産 
   合計

― 163,282 100.0 ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 118,997 100.0 118,229 100.0 236,297 100.0

Ⅱ 売上原価 109,001 91.6 107,559 91.0 215,928 91.4

   売上総利益 9,995 8.4 10,670 9.0 20,369 8.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

6,596 5.5 6,604 5.6 13,378 5.6

   営業利益 3,399 2.9 4,065 3.4 6,990 3.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 3 4

 ２ 有価証券利息 20 26 52

 ３ 受取配当金 487 788 711

 ４ 経営指導料 286 338 572

 ５ その他 189 986 0.8 220 1,377 1.2 353 1,694 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 62 137 178

 ２ その他 30 93 0.1 18 155 0.1 68 247 0.1

   経常利益 4,292 3.6 5,287 4.5 8,438 3.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産 
   売却益

※２ 20 ― 20

 ２ 投資有価証券
売却益

― 567 35

 ３ 貸倒引当金 
   戻入益

1 7 3

 ４ 投資損失引 
   当金戻入益

17 ― ―

 ５ ゴルフ会員権
返還益

― 39 0.0 15 590 0.5 ― 59 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却
及び売却損

※３ 3 13 27

 ２ 減損損失 2 ― 2

 ３ リース解約損 ― ― 29

 ４ 投資有価証 
   券評価損

14 ― 17

 ５ 投資損失引 
   当金繰入額

― 20 17

 ６ ゴルフ会員権
評価損

17 2 17

 ７ リゾート会 
   員権評価損

11 49 0.0 ― 35 0.1 11 123 0.1

税引前中間
(当期)純利益

4,282 3.6 5,841 4.9 8,373 3.5

法人税、住民
税及び事業税

1,669 2,412 3,711

   法人税等 
   調整額

108 1,777 1.5 △ 55 2,357 2.0 △ 194 3,517 1.4

   中間(当期) 
   純利益

2,505 2.1 3,484 2.9 4,856 2.1



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

   前期繰越利益 4,811 ─ 4,811

   中間配当額 ― ─ 1,094

   中間(当期) 
   未処分利益

7,316 ─ 8,572



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当

 利益処分による取締役賞与

 利益処分による別途積立金の積立

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 17,690 19,114 8 19,122

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,371 60,300 8,572 70,244 △52 107,005

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458 △1,458 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85 △85 △85

 利益処分による別途積立金の積立 4,000 △4,000 ― ―

 中間純利益 3,484 3,484 3,484

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 4,000 △2,060 1,939 △3 1,936

平成18年９月30日残高(百万円) 1,371 64,300 6,512 72,184 △55 108,942



  

 
  

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,409 ― 2,409 109,414

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △1,458

 利益処分による取締役賞与 △85

 利益処分による別途積立金の積立 ―

 中間純利益 3,484

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

△373 1 △372 △372

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△373 1 △372 1,564

平成18年９月30日残高(百万円) 2,035 1 2,036 110,978



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 棚卸資産
移動平均法による
低価法

(1) 棚卸資産
同左

(1) 棚卸資産
同左

(2) 有価証券
① 満期保有目的の債券
償却原価法(定額法)

② 子会社株式及び関連
会社株式
移動平均法による
原価法

③ その他有価証券
イ 時価のあるもの
中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定)

ロ 時価のないもの
移動平均法による
原価法

(2) 有価証券
① 満期保有目的の債券

同左
② 子会社株式及び関連
会社株式
    同左

③ その他有価証券
イ 時価のあるもの
中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

ロ 時価のないもの
  同左

(2) 有価証券
① 満期保有目的の債券

同左
② 子会社株式及び関連
会社株式
    同左

③ その他有価証券
イ 時価のあるもの
期末日の市場価格
等に基づく時価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定) 
 

ロ 時価のないもの
同左

(3) デリバティブ(為替予
約)
時価法

(3) デリバティブ(為替予
約)

同左

(3) デリバティブ(為替予
約)

同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
定率法によっておりま
す。
ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)
については、定額法に
よっております。
主な耐用年数は、
建物は３年から50年、
その他は２年から15年
であります。

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
定額法によっておりま
す。
なお、営業権は５年で
償却しております。

(2) 無形固定資産
定額法によっておりま
す。 
なお、のれんは５年で
償却しております。

(2) 無形固定資産
定額法によっておりま
す。 
なお、営業権は５年で
償却しております。



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており 
ます。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 投資損失引当金
関係会社に対する投資
による損失に備えるた
め、関係会社の財政状
態を勘案し、その必要
額を計上しておりま
す。

(2) 投資損失引当金
同左

(2) 投資損失引当金
同左

(3)   ――― (3) 役員賞与引当金

取締役賞与の支出に備

えて、当事業年度にお

ける支給見込額の当中

間期間負担額を計上し

ております。 

(会計方針の変更) 

当中間会計期間より

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11

月29日）を適用してお

ります。これにより営

業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、

それぞれ40百万円減少

しております。

(3)   ―――



  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

(4) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給

付に備えるため、当事

業年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存期間以内の年

数(10年)による定額法

により、按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理して

おります。また、過去

勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により、按分した額

をそれぞれ発生した事

業年度から費用処理し

ております。 

 

(4) 退職給付引当金 

  同左

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の年数(10年)による定

額法により、按分した

額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理

しております。また、

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により、按分し

た額をそれぞれ発生し

た事業年度から費用処

理しております。

(5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労

金の支給に充てるた

め、内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。

(5) 役員退職慰労引当金 

従来、役員に対する退

職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく

中間期末要支給額を計

上してきましたが、平

成18年６月に役員退職

慰労金制度を廃止し、

廃止時の要支給額を取

締役の退任時に支給す

ることといたしまし

た。これにより当中間

会計期間におきまして

は、「役員退職慰労引

当金」409百万円を取

崩し、固定負債の「そ

の他」に計上しており

ます。

(5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労

金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

なお、為替予約等の振当

処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等

の円貨額に換算しており

ます。

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。 

なお、為替予約等の振当

処理の対象となっている

外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等

の円貨額に換算しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

振当処理を行っており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

イ ヘッジ手段

為替予約取引

ロ ヘッジ対象

外貨建債権・債務

及び外貨建予定取

引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

外貨建取引に係る将来

の為替変動リスクをヘ

ッジするため、「社内

為替管理制度」に基づ

き、原則として、顧客

からの受注時又は仕入

先への発注時に、その

取引毎に決済日を基準

として個別に為替予約

取引を行うものとして

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左



 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

ヘッジ方針により、外

貨建ての受注金額、発

注金額又は金銭債権債

務に同一通貨建てによ

る同一金額で同一期日

の為替予約を振り当て

る方法によっており、

為替予約締結後の外国

為替相場の変動による

対応関係が確保される

ようにしております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっておりま

す。

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日)）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)を適用しております。これ

により税引前中間純利益は２百万円

減少しております。 

 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日)）及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。これに

より税引前当期純利益は２百万円減

少しております。

――― (貸借対照表の純資産の部に関する

会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これまでの「資本

の部」の合計に相当する金額は

110,977百万円であります。なお、

当中間会計期間における中間貸借対

照表の「純資産の部」については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。 

 

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

 7,051百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

 7,354百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

7,168百万円

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産

投資有価証券    284百万円

アルプス電気株式会社等の

仕入債務(9,317百万円)に

対する担保

投資有価証券    300百万円

アルプス電気株式会社等の

仕入債務(11,243百万円)に

対する担保

投資有価証券  382百万円

アルプス電気株式会社等の

仕入債務(8,755百万円)に

対する担保

 

３ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借

入等に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。

RYOTAI  
CORPORATION

817百万円
(7,240,000

米ドル)

RYOSAN 
IPC 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.

412
(3,600,000

米ドル他)

ZHONG LING 
INTERNATIONAL
TRADING  
(SHANGHAI) 
CO.,LTD.

180
(1,600,000

米ドル)

その他関係 
会社 ５社

159
(1,406,410

米ドル他)

計 1,571

 

３ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借

入等に対する経営指導念書及

び保証書を差入れておりま

す。
ZHONG LING
INTERNATIONAL
TRADING  
(SHANGHAI) 
CO.,LTD.

617百万円
(5,240,000

米ドル)

HONG KONG 
RYOSAN 
LIMITED

546
(4,541,754

米ドル他)

RYOSAN 
IPC 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.

359
(3,000,000

米ドル他)

その他関係
会社 ４社

507
(4,297,000

米ドル他)

計 2,031

 

３ 偶発債務

次の会社の金融機関からの

借入等に対する経営指導念書

及び保証書を差入れておりま

す。

RYOTAI 
CORPORATION

727百万円
(6,200,000

米ドル)

RYOSAN
IPC 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD.

428
(3,600,000

米ドル他)

その他関係
会社 ３社

159
(1,344,306

米ドル他)

計 1,315

４ 輸出手形割引高     0百万円 ４ 輸出手形割引高     0百万円 ４     ―――

※５     ――― ※５ 中間期末日満期手形等の会計

処理 

当中間会計期間末日の満期手

形等の会計処理については、

手形交換日及び振込実施日を

もって決済処理しておりま

す。なお当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であった

ため、次の中間期末日満期手

形等が当中間会計期間末残高

に含まれております。

受取手形 367百万円

売掛金 2,674

買掛金 1,797

※５      ―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 減価償却実施額
有形固定資産 253百万円
無形固定資産 111百万円

 

１ 減価償却実施額
有形固定資産 299百万円
無形固定資産 91百万円

 

１ 減価償却実施額
有形固定資産 576百万円
無形固定資産 231百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳
その他売却益 20百万円

 

※２   ―――

 

※２ 固定資産売却益の内訳
その他売却益 20百万円

※３ 固定資産除却及び売却損の

内訳

※３ 固定資産除却及び売却損の

内訳

※３ 固定資産除却及び売却損の

内訳

 

建物除却損 0百万円
その他除却損 3
その他売却損 0
計 3  

建物除却損 0百万円
その他除却損 13
計 13

建物除却損 4百万円
建物売却損 1
その他除却損 20
その他売却損 1
計 27



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

    

   

   

  

前事業年度末 
 株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株）

普通株式 (注) 25  1 0 26 



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 2,701 2,704

減価償却 

累計額相 

当額

0 1,925 1,925

中間期末 

残高相当 

額

2 776 779

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 1,946 1,949

減価償却 

累計額相 

当額

1 1,042 1,043

中間期末 

残高相当 

額

2 903 905
 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
その他
(車両・
運搬具)
(百万円)

その他
(工具・
器具・
備品)
(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得価額 

相当額
3 3,169 3,172

減価償却 

累計額相 

当額

0 2,128 2,129

期末残高 

相当額
2 1,041 1,043

 

② 未経過リース料

    中間期末残高相当額
１年内 398百万円
１年超 435
 合計 834

 

② 未経過リース料

    中間期末残高相当額
１年内 310百万円
１年超 634
 合計 944

 

② 未経過リース料

    期末残高相当額
１年内 371百万円
１年超 718
合計 1,089

 

③  支払リース料、減価償却費

    相当額及び支払利息相当額
支払リース料 247百万円
減価償却費 
相当額

226

支払利息相当額 14
 

③  支払リース料、減価償却費

    相当額及び支払利息相当額
支払リース料 211百万円
減価償却費
相当額

192

支払利息相当額 12
 

③ 支払リース料、減価償却費

    相当額及び支払利息相当額
支払リース料 497百万円
減価償却費
相当額

454

支払利息相当額 28

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定

方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方

法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法

については、利息法に

よっております。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 4百万円
１年超 6
合計 11

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 2百万円
１年超 4
合計 6

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料
１年内 3百万円
１年超 6
合計 9



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,940.74円 3,042.75円 2,997.44円

１株当たり中間 

(当期)純利益金額
68.69円 95.53円 130.80円

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額

68.68円      ― 円 130.80円

――― なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため記載して
おりません。

―――

項目
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

― 110,978 ―

普通株式に係る純資産の部
の合計額(百万円)

― 110,978 ―

普通株式の発行済株式数 
(千株)

― 36,500 ―

普通株式の自己株式数 
(千株)

― 26 ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(千株)

― 36,473 ―

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

 中間(当期) 
 純利益(百万円)

2,505 3,484 4,856

 普通株主に帰属 
 しない金額(百万円)

― ― 85

 (うち利益処分による 
 取締役賞与金 
  (百万円))

(―) (―) (85)

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益金額 
 (百万円)

2,505 3,484 4,770

 普通株式の期中平均 
 株式数(千株)

36,471 36,473 36,473

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

 普通株式増加数(千株) 4 ― 0

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益金額
の算定に含めなかった潜在
株式の概要

――― ――― ―――



前へ 

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

重要な事象の発生はありません。 同左 同左



(2) 【その他】 

第51期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)中間配当については、平成18年11月９日開催の

取締役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。 

 
  

① 中間配当金の総額 1,458百万円

② １株当たりの中間配当金 40円

③ 中間配当金支払開始日 平成18年12月１日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第50期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月26日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成17年12月14日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社リョーサン及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成18年12月６日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リョーサンの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成17年12月14日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

株式会社リョーサン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リョーサンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リョーサンの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  
  
  

 

独立監査人の中間監査報告書

平成18年12月６日

取  締  役  会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  上  眞  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  森  田  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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